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はじめに 

 
今次安倍内閣においても、地方分権改革を積極的に推進することとし、平成

25 年 3 月 8 日、内閣総理大臣を本部長とし全閣僚を構成員とする地方分権改革

推進本部が閣議決定により設置され、さらに 4 月 5 日には地方分権改革推進本

部の副本部長である内閣府特命担当大臣（地方分権改革）の下で地方分権改革

有識者会議（以下「有識者会議」という。）が開催されることが決定された。 
有識者会議は、これまで、4 月 12 日、4 月 26 日、5 月 15 日の 3 回にわたっ

て議論を行い、今次安倍内閣における地方分権改革の基本的な方針となる「個

性を活かし自立した地方をつくるために」を取りまとめるとともに、地方分権

改革の推進に関する施策のうち特定の事項についての客観的な評価及び検討に

資するため、有識者会議の下で専門部会を開催できることとした。 
5 月 15 日の第 3 回有識者会議では、第一次安倍内閣時に発足した地方分権改

革推進委員会以降の議論の成果（積み重ね）や、各府省の検討結果、地方の意

見等を踏まえ、まずは、無料職業紹介に関する事務・権限の見直し、及び自家

用有償旅客運送に関する事務・権限の見直しを行うため、雇用対策部会及び地

域交通部会を開催することが了承された。 
 この報告書は、今後の無料職業紹介に関する事務・権限の適切な見直しに資

するため、6 月 21 日及び 7 月 1 日に開催された雇用対策部会の議論等を整理し

たものである。 

  

1



   
 

１ これまでの経緯と現状 

 
(1) これまでの経緯 

 
地方公共団体が行う無料職業紹介は、平成 16 年 3 月 1 日に施行された改正

職業安定法により、許可制から届出制となった。その後、無料職業紹介を行う

自治体は増加傾向にあり、平成 23 年度末現在で 164 地方公共団体（384 事業

所）で実施されている。 

 
平成 20 年 12 月 8 日に行われた地方分権改革推進委員会第 2 次勧告（参考

資料１）を踏まえて、平成 21 年 3 月 24 日に政府の地方分権改革推進本部で

決定された「出先機関改革に係る工程表」（以下「工程表」という。参考資料

２）では、職業安定法に基づき公共職業安定所（ハローワーク）が行う無料職

業紹介に関しては、次のような見直し内容となっているが、現在まで実施に移

されていない。 
① 地方が行う無料職業紹介事業については、民間とは明確に異なる公的性格

を持つものであり、国に準ずるものとして法律上位置づける。 
 ② また、同事業において必要となる国のシステム・端末を、地方の職員が

利用できるようにする。 

 
平成 22 年 12 月 28 日に閣議決定された「アクション・プラン～出先機関の

原則廃止に向けて～」（参考資料３）では、公共職業安定所（ハローワーク）

について、希望する地方公共団体において、無料職業紹介、相談業務等を地方

公共団体主導の下、一体的に実施（特区制度の提案にも誠実に対応。国と地方

公共団体が具体的に協議して設計）。当該一体的な実施を 3 年程度行い、その

過程でもその成果と課題を十分検証することとし、地方公共団体への権限移譲

について検討（その際、ILO88 号条約との整合性、雇用保険財政の根本に関

わる議論等に留意）とされている。 

 
平成 23 年 12 月 26 日には政府の地域主権戦略会議で、ハローワークについ

て、知事会の協力も得て、国・地方の一体的取組（一体的な実施）を全国的に

進める、同時に、特区制度を活用して、試行的に東西 1 か所ずつハローワーク

が移管されているのと実質的に同じ状況を作り、移管可能性の検証を行うとさ

れた。 
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(2) 現状 

 
① 一体的取組の状況 
 平成 24 年度末で 80 地方公共団体（29 道府県、51 市区町）、106 拠点

で実施している。厚生労働省によれば、平成 24 年度には一体的取組を通

じて全国で 44,128 人が就職した。 

 
② ハローワーク特区の状況 

    平成 24 年 10 月から埼玉県及び佐賀県において実施している。厚生労

働省によれば、平成 24 年度下半期には両県とも利用者数などの主な目標

を達成した。 
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２ 地方関係者の意見 

 
平成 25 年 4 月 12 日に開催された第 1 回有識者会議での古川佐賀県知事の

提出資料のうち無料職業紹介に係るもの（参考資料４）の概要は以下のとおり

である。 

 
 ○ 早急に地方分権改革推進委員会勧告に沿って、地方公共団体が行う無料

職業紹介事業で国のシステム・端末を利用可能にすること。 
○ 地方移管に向けた取り組みを前進させること。 
○ 中小企業支援に関する事務権限も移譲し、産業支援と雇用行政を一体的

に実施すること。  
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３ 関係府省の意見 

 
無料職業紹介に関する事務・権限の工程表による見直し内容に対する現段階

での対応方針について、平成 25 年 4 月 16 日に厚生労働省に照会を行った。

その回答（参考資料５）の概要は、次に掲げる取組を通じ、地域に密着した支

援を実施する地方公共団体と一体となった雇用対策をこれまで以上に推進す

るという内容であった。 

 
○ 一体的取組及びハローワーク特区を実施すること。 
○ 生活困窮者自立支援法案で、ハローワークの求人情報の提供を希望する

地方公共団体に対するオンライン提供の義務付けを規定すること。 
○ 生活困窮者以外の場合についても、無料職業紹介事業を行う地方公共団

体等が希望する場合に、ハローワークの求人情報ネットワークからオンラ

インで求人情報を提供できる仕組みを創設し、多様なサービスの提供を可

能とすること。 
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４ 雇用対策部会の状況 

 
(1) 検討対象 

 
以上を踏まえて、雇用対策部会では、「無料職業紹介に関する事務・権限の

見直し」を対象に議論を行った。 

 
     厚生労働省は、ハローワークの求人情報を希望する地方公共団体に提供

する方向で検討しており、個性を活かし自立した地方をつくる観点から、

円滑に、かつ実効性ある形で求人情報の提供を実施するための方策、留意

点等を中心に議論を行った。 

 
   具体的な論点は、 

① 地方公共団体が行う地域づくりに向けた無料職業紹介事業でハローワ

ークの求人情報をどう活用するのか、 
② 地方公共団体が使いやすいように、かつ、円滑に情報提供するためには

どのような方策が必要であるか、 
などである。 

 
(2) 関係者のヒアリングの概要等 

 
第 1 回雇用対策部会では関係者からのヒアリングを実施した。その概要は

以下のとおり。 

   
① 岡崎淳一 厚生労働省職業安定局長 

提出資料（参考資料６（１））に基づき、雇用対策における国と地方の

連携及びハローワークの求人情報の地方公共団体へのオンライン提供に

ついて説明があった。その概要は次のとおり。 
   ア 労働市場全体としてのマッチング機能を強化するため国・地方の連

携をさらに強化するとともに、全国ネットワークの求人情報を地方公

共団体に提供することにより、地方公共団体が行う独自の雇用対策を

更に充実するための環境を整備していくことが必要であること。 
イ 一体的取組は、利用者から高い評価を得ており、実施自治体からも

継続を要望されており、厚生労働省として、成果を上げている取組は

継続を検討すること。また、ハローワーク特区は、開始から半年程度
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であるが、成果が出ていること。 
   ウ 無料職業紹介を行う地方公共団体に対するハローワークの求人情報

のオンライン提供については、平成 26 年度中のできるだけ早期の開始

に向け調整中であり、その提供方法は、地方公共団体がハローワーク

の求人情報提供端末と同等の端末を設置する方法に加え、さらに地方

公共団体の費用負担を減らし、独自に編集等が可能となるように、地

方公共団体が加工可能な形式でデータをダウンロードできるようにす

る方法も検討していること。 

 
これに関して、須藤構成員から、できる限りコストを安くする観点から、

求人情報端末方式については仮想専用回線網の利用が望ましく、また、専

用端末ではない端末の導入も考慮すべきなどの指摘があり、岡崎局長から

地方の意見も聞きながら進めたいとの回答があった。鎌田構成員からはシ

ステム更新時期に合わせて実施することによる費用負担軽減の可能性に

ついて質問があり、岡崎局長からはハローワークで端末を設置する場合と

費用面の相違は見込まれない旨の回答があった。 

   
② 篠田昭 新潟市長 

提出資料（参考資料６（２））に基づき新潟市における就労支援と生活

支援の一体的実施の拡大について説明があった。その概要は次のとおり。 
   ア 平成 25 年 1 月に開設した一体的取組施設「ワークポート新潟」では

国の職業紹介相談、県の職業訓練紹介、市の福祉サービス及び生活保

護など生活支援を一体的に行っており、高い評価を得ていること。 
   イ ハローワーク部分に正規職員の配置がないことから雇用保険の受給

手続きや職業訓練申込み手続きができず、完全には一体性が確保され

ていない点が懸念事項であること。 
   ウ ハローワークの求人情報の地方公共団体への提供が行われれば、相

談から就職までほぼ全ての就労支援がワンストップ化されることにな

り、例えば①障がい者就業支援センター事業ではワンストップで職業

紹介と生活相談支援が実施できるようになり利便性の向上、業務効率

化、伴走型支援推進、情報一元化といった効果が見込まれたり、②ひ

とり親家庭の母等への就労支援では相談から就職までほぼ全ての就労

支援がワンストップ化して、就職活動の時間がないひとり親家庭の母

等が市での様々な相談や手続きに合わせて職業紹介や求職申し込みを

することが可能になり、ひとり親家庭の母等の就職率の向上が期待で

きること。 
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これに関して、谷口構成員から利用者数は実数か延べ数か、また実施 

前後でどのような効果が生じているかとの質問があり、篠田市長からは利

用者数は延べ数であること、また、市民からは東区以外の区への設置要望

も寄せられている旨の回答があった。 

 
③ 新谷信幸 日本労働組合総連合会総合労働局長 

提出資料（参考資料６（３））に基づき無料職業紹介に関する事務・権

限の見直し等への考え方について説明があった。その概要は次のとおり。 
   ア 就業者の大部分が雇用者であり、雇用者が失業したときの社会的な

セーフティネットを担っているのが、全国に張り巡らされたハローワ

ークであること。利用者の利便性向上の観点から、国と地方公共団体

の協同連携による就労支援・生活支援を含めた一体的運営と、地域の

労使参画による活動展開が推進されるべきであること。 
   イ 国の無料職業紹介事業の在り方については、労働政策審議会の審

議・意見を最大限に尊重すべきであること。 
ウ 一体的実施及びハローワーク特区については、生活困窮者等の福祉

サービスを担う基礎自治体において就労までの一貫した支援が実現し

ているところであり、今後、基礎自治体以外において雇用対策と就労支

援のシナジー効果が発揮されるような取り組みや、運営協議会への労使

代表の参画が必要であること。 

 
④ 高橋弘行 一般社団法人日本経済団体連合会労働政策本部長 

無料職業紹介に関する事務・権限の見直し等への考え方について説明が

あった。その概要は次のとおり。 
   ア ハローワークは職業紹介、雇用保険、雇用対策の３業務を一体的に

実施する組織であり、事業主の観点からも、労働者にとっての最大の

リスクである失業を雇用保険制度で支えるという機能は極めて重要な

ものであること。 
   イ 雇用保険は財政責任者である国が職業紹介を行って失業認定を行う

ことが重要であり、仮に切り離されることがあれば財政規律が維持で

きなくなる恐れがあること。 
   ウ 全国ネットワークによる求人求職のマッチングの維持や、専門知識

を持ったハローワーク職員による適切な助言・指導も、事業主にとっ

て重要な意味があること。 
エ 労働政策審議会の意見書を尊重するとともに、意見書でも提言した 
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国と地方が一体となった雇用対策を一層強化する必要があること。 

 
⑤ 上田清司 埼玉県知事 

提出資料（参考資料６（４））に基づき、地方公共団体の無料職業紹介

権限の強化について説明があった。その概要は、次のとおり。 
  ア 全国知事会で従来からハローワークの地方移管を求めてきたが、そ

のメリットは求職者が真に必要な支援をワンストップで受けられるこ

と、地方公共団体が一貫した政策を展開できること、弾力的な人員配

置で利用者サービスを向上できることなどであること。 
  イ 埼玉県ではハローワーク特区を活用してワンストップの支援を実

施しており、利用者の満足度も極めて高いこと。 
  ウ 地方自治体の無料職業紹介権限の強化のため、次の２点が必要であ

ること。 
・都道府県職員がハローワーク求人情報に基づき直接紹介状を発行 
できる環境を整備すること 
・都道府県職員にも、国職員と同様にハローワーク職員用端末の使 
用を認めること 

  エ 地方自治体の職業紹介権限の強化により、例えば①女性の復職支援

で県において、相談・訓練の進捗状況を見据えて適切な時機に直ちに

職業紹介を実施したり、②県が進める産業振興策と連携して、計画的

な人材育成や将来を見越した職業紹介を実施したり、③定住促進に当

たり、生活情報等の提供と併せて就職も含めた確実な移住支援を実施

できるなどの展開が期待できること。 

 
これに関して、谷口構成員から国と地方の役割分担の望ましいあり方に

ついて見解を問われ、上田知事からは国と地方がそれぞれ行っている事業

をワンストップで実施することが重要であり、仕事を求めている人たちに

とって何が一番大事かという観点で考えれば、その結果自ずから地方が実

施可能との話が出てくるであろうし、逆に様々な課題があって難しいとい

うことであれば、協力関係による一体的取組を継続していくこともあるだ

ろうとの回答があった。須藤構成員からハローワークの職員が有する業務

データを地方が活用する意義に係る見解を問われたが、上田知事からは全

国ネットのハローワークの求人情報を実際に活用できるのは現場に近い

地方自治体であり、各地方自治体にその活用の仕方を競争させるべきとの

回答があった。 

 

9



   
 

⑥ 第 1 回部会を欠席した岩村構成員からは意見書（参考資料６（５））の

提出があり、事務局から席上で内容を紹介した。その概要は次のとおり。 
ア ハローワークの全国的なネットワーク体制は憲法が定める国民の勤

労権の保障の具現化であり、今後とも堅持される必要があること。 
イ 地方公共団体が自らの政策的判断に基づき無料職業紹介事業を行う

ことは現行法上も何ら支障がなく、国と地方公共団体との間でいかにし

て効果的な雇用施策を構築していくかを検討することが適切であるこ

と。 
ウ ハローワークの求人情報の提供を受けて独自の施策に生かしていく

ことは適切であるが、その際どのような形で活用していくかというヴィ

ジョンを地方公共団体側が明確に持つことが重要であること。 
エ 一体的取組、ハローワーク特区等様々な形態で、無料職業紹介事業と 

地方公共団体独自の施策との連携を進め、相乗的な政策効果を上げてい

くことが望まれること。 

 
(3) 出席者の意見交換 

 
ヒアリング終了後の出席者（部会構成員及び関係者）の意見交換では次のよ

うな議論があった。 
   ア 地方公共団体職員の専門性の向上について 

新谷総合労働局長から、ハローワークの求人情報を活用するためには

地方公共団体職員の能力向上が重要であるとの指摘があり、上田知事か

らは、これまで当該分野の実務を担当してこなかったため民間委託方式

を取っているが、今後県の専門知識を高めることは必要であるので、厚

生労働省の支援も得て実務研修を行っていきたいとの発言があった。職

員構成に関連して、篠田市長からは、ワークポート新潟は国の正規職員

の配置がないことから一部の事務を行うことができず、完全にはワンス

トップサービスになっていないとの指摘があった。 
   イ ハローワークの求人情報の地方公共団体への提供について 
     岡崎局長から、ハローワークの求人情報に基づき地方公共団体が職業

紹介を行う場合、求人企業に対して了解を得る手順は必要であるが、新

たに求人票を提出させる等の手続までは不要であること、また、雇い入

れ助成金はハローワーク紹介に限らず地方公共団体紹介でも同様の扱

いとする方向で検討していることについて説明があった。 
ウ ハローワークの業務データについて 

     岡崎局長から、ハローワークの業務データを労働市場情報として活用
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することは十分にできてこなかったが、個別に地方公共団体から照会が

あればできる限り対応したいとの説明があった。須藤構成員からは、政

令指定都市などには匿名化したデータを提供すべきであるとの指摘が

あり、小早川部会長からも具体的な検討を期待する旨の発言があった。

岡崎局長からは、今後の技術の発達により匿名性を確保できる使用方法

が開発されれば、活用は当然であるとの回答があった。 

    
(4) 部会構成員の意見交換 

 
出席者の意見交換後の部会構成員の意見交換では、次のような議論があっ 

た。 
   ア 鎌田構成員から、一体的取組についてどのような改善があるか現場

の意見を聞くことは、ハローワークの求人情報の地方公共団体への提

供にも有意義であるとの意見があった。 
   イ 須藤構成員から、地方側にもヴィジョンが必要であるという岩村構

成員の意見に賛成であること、求職者の技能の向上を図るための職業

能力開発の実施に当たっては県と基礎自治体の連携が重要であるとの

指摘があった。鎌田構成員がこれに賛同した。 
   ウ 谷口構成員から、国と地方の連携に当たっては、国が地域で一緒に

業務を行う方式がよいのか、それとも結果だけを保証していく形がよ

いのかも検討する必要があるとの指摘があった。  
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５ 見直しの方向性等 
 
 以上の議論を受けた見直しの方向性等は以下のとおりである。 

 

(1) ハローワークの求人情報を地方公共団体に提供する取組を、個性を活かし自

立した地方をつくるという地方分権の観点から、積極的に進めるべきである。

これは、求人と求職のマッチング機能の強化を掲げる政府方針（日本再興戦

略（参考資料７））にも沿うものである。 
 
(2) こうした取組により得られる求人情報をどのような形で活用し、どのような

成果を挙げることを目指すのかについて、地方公共団体がヴィジョンを明確

にして取り組むことを期待する。 
 
(3) 実務的な課題であるが、情報提供のためのシステムの在り方を検討するに当

たっては、情報セキュリティを念頭に置きつつ、地方公共団体が地域の特性

を生かした無料職業紹介事業を効率的かつ効果的に実施することができるよ

う、導入費用が過大なものとならないよう配慮することが必要である。 
 
(4) 今回の取組を円滑かつ効果的に実施するため、次の事項に積極的に取り組む

べきである。 
① 一体的取組等の既存事業の課題等を確認し、ハローワークの求人情報の活

用にも生かすこと。 
② 地方公共団体に提供したハローワークの求人情報が地方公共団体によっ

て適切に活用されるためには、地方公共団体の職員の専門性向上が重要であ

り、地方公共団体において積極的に取り組むこと。また、国（厚生労働省）

は必要な支援を行うこと。 
③ 地方公共団体が発行する紹介状が、ハローワークが発行する紹介状と同等

の位置づけとなるよう、国（厚生労働省）が事業者に支給する雇い入れ助成

金については、地方公共団体からの紹介による雇い入れの場合にも支給する

こと。 
 
(5) 上記(1)～(4)を着実に推進し、ハローワークの求人情報ができるだけ広く活

用されて最大限の成果を挙げられるよう、早急に国（厚生労働省）と地方公

共団体との間で協議を行うことが望まれる。また、今後実務的な検討を進め

るに当たって、国と地方公共団体の連携が密に保たれるよう相互に十分配慮

するべきである。  
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雇用対策部会 名簿 

 

 

 

 いわむら   まさひこ 

 岩村 正彦 東京大学大学院教授 

 

  かまた    つかさ 

 鎌田 司  元共同通信社編集委員兼論説委員 

 

  こばやかわ みつお 

◎小早川光郎 成蹊大学法科大学院教授 

 

   すどう    おさむ 

 須藤 修  東京大学大学院情報学環長・学際情報学府長 

 

   たにぐち   なおこ 

 谷口 尚子 東京工業大学准教授 

 

 （◎は部会長） 
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雇用対策部会 開催実績 

 

 

 

第１回雇用対策部会（平成２５年６月２１日（金）） 

○無料職業紹介に関する事務・権限の見直し等について 

１．地方分権改革推進室の説明 

２．関係者からのヒアリング 

 ・厚生労働省 職業安定局長 

 ・新潟市長 

 ・日本労働組合総連合会 総合労働局長 

 ・一般社団法人日本経済団体連合会 労働政策本部長 

 ・埼玉県知事 

３．出席者（部会構成員及び関係者）の意見交換 

４．部会構成員の意見交換 

 

 

第２回雇用対策部会（平成２５年７月１日（月）） 

○無料職業紹介に関する事務・権限の見直し等について 

１．報告書（素案）の説明 

２．部会構成員の意見交換 
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出先機関改革に係る工程表 

 

 

 

国の地方支分部局（以下「出先機関」という。）について、国と地方の役割分担の観

点から事務・権限を見直すとともに、地方再生と地域振興を進め、出先機関を国民の

目の届くものにし、国と地方を通じた効率的かつ効果的な行政を実現する等の観点か

ら、組織の在り方を見直す。 

 このため、「経済財政改革の基本方針 2008」（平成 20 年６月 27 日閣議決定）に基づ

き、地方分権改革推進委員会の第２次勧告（平成 20 年 12 月８日）を踏まえ、政府の

他の改革と整合を図りつつ、８府省 15 系統の機関を中心に出先機関の改革を進めるこ

ととし、今後おおむね３年間の主な工程を示す計画を下記のとおり定める。 

 

記 

 

１ 事務・権限の見直し 

（１）出先機関の事務・権限の見直し 

ア 出先機関の事務・権限について、別紙のとおり見直す。 

イ 別紙に掲げる事項について、法令改正を含めさらに具体的な検討や所要の調整

を進め、その結果を「改革大綱」（地方分権改革推進法（平成 18 年法律第 111 号）

第８条に基づき策定する地方分権改革推進計画のうち、出先機関の改革に関する

ものをいう。以下同じ。）に盛り込む。 

 

（２）事務・権限の見直しに伴う要員規模の精査 

ア 事務・権限の見直しに伴って影響を受けることとなる要員規模について精査を

進める。 

イ 精査結果は、改革大綱に盛り込む。 

 

２ 組織の改革 

（１）出先機関の組織の改革 

ア 地方再生や地域振興を推進し、出先機関の業務運営の適正性と透明性を確保す

るとともに、国と地方公共団体を通じた効率的かつ効果的な行政を実現する等の

観点から、出先機関の統廃合、地域との連携やガバナンスの確保の仕組みなど、

第２次勧告で示された出先機関の組織の改革の方向性に沿って検討を進め、改革

大綱に盛り込む。 

イ その際、行政分野ごとの特性を踏まえ、災害発生や社会経済・雇用失業情勢の

急激な変化への迅速で機動的な対応や、国民に対する直接的な行政サービス水準

の維持など、国の事務・権限の的確かつ確実な実施を確保するものとする。 

 

平成 21 年３月 24 日

地方分権改革推進本部決定
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（２）組織の改革に伴う要員規模のスリム化 

ア 組織の改革に伴う要員のスリム化方針について検討を進める。 

イ 検討結果は、１（２）の事務・権限の見直しに伴う要員規模の精査結果とあわ

せて、改革大綱に盛り込む。 

 

３ 出先機関改革に伴う人員の移管等 

（１）人員の移管等のための仕組みの検討 

 第２次勧告の内容に沿って、地方公共団体の協力を得つつ、事務・権限の見直

しに伴う人員の移管等の仕組みについて検討を進め、改革大綱に盛り込む。 

 

（２）人材調整準備本部の設置 

（１）の仕組みの検討を行い、もって人員の移管等を円滑に進めていくため、

本部長が別途定めるところにより、地方分権改革推進本部に人材調整準備本部を

置く。 

 

（３）財源の手当ての取扱い 

   事務・権限の地方公共団体への移譲及び国から地方公共団体への人員の移管等

に際しては、国と地方公共団体を通じた事務の集約化等による効率化・スリム化

を前提とした上で、それに伴う財源を確保することとし、必要な措置を講ずる。 

 

４ 出先機関改革に関する地方分権改革推進計画（改革大綱）の策定 

ア 政府は、この工程表に沿って具体的な検討を進め、改革大綱を策定する。改革

大綱は、平成 21 年中を目途に策定するものとする。 

イ ３（２）に掲げるもののほか、政府は、関係府省が一体となって出先機関改革

を推進するため必要な体制を整備する。 

 

５ 改革大綱策定後の取組み 

ア 改革大綱の策定後、政府は、事務・権限の見直しや地方公共団体への移譲等の

ため必要となる措置、組織の改革及び地域との連携・ガバナンスの確保の仕組み

の詳細設計、人員の移管等のために必要となる措置等についてさらに具体的な検

討を進め、新たな出先機関の体制の発足に向け、法制上及び財政上の措置を含め

た所要の措置を講ずる。 

イ 事務・権限の見直しや地方公共団体への移譲等及び新たな出先機関の体制への

移行は、この工程表の策定後おおむね３年程度の移行準備期間を設けて実行に移

すこととし、平成 24 年度から実施することを基本とする。その間においても、可

能なものは、速やかに実施する。 

  このため、所要の法律の制定・改正については、必要に応じ一括して行うこと

とし、改革大綱の策定後、速やかに法制化の検討を進める。 
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６ その他 

ア 地方分権改革推進委員会からは、新たな出先機関の体制への移行に向け、総人

件費改革等による人員削減や今回の改革に伴う職員の地方公共団体への移管等を

着実に行うこととされるとともに、さらに将来的な削減を目指すべきとの考えと

試算が示されたところである。 

イ 政府は、国と地方公共団体を通じた簡素で効率的な行政を実現することの重要

性を踏まえ、この改革における事務・権限の見直し及び組織の改革に伴う要員規

模への影響の精査や検討を行い、新たな出先機関の体制への移行に向けた削減の

目標を改革大綱において明らかにする。さらに、今般の事務・権限の見直し後に

国に残る業務について、引き続き地方分権改革を推進する観点から不断の見直し

を行い、今後とも簡素化及び効率化に努める。 

ウ 国から地方公共団体への事務・権限の移譲等を円滑かつ確実に進めるため、政

府を挙げてそのための条件整備に努めるとともに、地方公共団体に対して、移譲

される事務・権限の適切な執行のための所要の準備など、改革の実現に向けて最

大限の協力を要請する。 

エ 国と地方公共団体との個別協議により具体的な移管・移譲の対象が確定する事

項については、地方分権改革を一層推進するため、第２次勧告等の方向に沿って、

当面、改革大綱の策定に向けて、政府として、自ら最大限の努力をするとともに、

各地方公共団体に協議に積極的に対応することを改めて要請する。 
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事務・権限移譲等検討シート 

 
出先機関名：都道府県労働局 No.３ 

事務・権限移譲等検討シート（個票） 

事務・権限名 職業安定法に基づき公共職業安定所が行う無料職業紹介事業 

事務・権限の概
要 

＜根拠法令＞ 

厚生労働省設置法第４条第１項第 54 号、第 23 条、第 24 条、 

職業安定法第５条第３号、第８条、第 17 条、第 18 条 等 

＜目的＞ 

各人にその有する能力に適合する職業に就く機会を与え、及び産業に必要な労働

力を充足し、もって職業の安定を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与するこ

と 

＜業務内容＞ 

公共職業安定所（ハローワーク）において、民間の職業紹介事業等では就職へ結

びつけることが難しい就職困難者を中心に支援する最後のセーフティネットとし

て、全国ネットワークによる求職者・求人者に対する無料職業紹介事業を雇用保険、

雇用対策と一体的に実施。 

予算の状況 
（単位:百万円） 

132,640 百万円  

関係職員数 5,678 人（平成 25 年度末定員） 

事務量（アウト
プット） 

利用実績（23 年度・常用） 

新規求職者数：721 万 2 千人 

就職件数：195 万 3 千件 

就職率：27.1％         （ハローワーク箇所数：545 箇所） 

地方側の意見 ＜全国知事会「当面の地域主権改革の方向性に関する提言（24.5.7）」＞ 

４．国の出先機関原則廃止 

ハローワークについては、ハローワーク特区（仮称）及び一体的取組を地方の

提案に沿って速やかに進め、移管可能性の検証を行い、移管を実現すること。 

その他各方面の
意見 

＜労働政策審議会「地方分権改革に関する意見」(21.2.5)＞ 

１ ハローワークの縮小について 

ハローワークは、憲法第２７条に基づく勤労権を保障するため、ナショナルミニ

マムとしての職業紹介、雇用保険、雇用対策を全国ネットワークにより一体的に実

施しており、障害者、母子家庭の母、年長フリーター、中高年齢者などの就職困難

な人に対する雇用の最後のセーフティネットである。ハローワークの業務は、以下

のような理由から、都道府県に移管することは適当でなく、国が責任をもって直接

実施する必要があり、これは先進諸国における国際標準である。 

① 都道府県域を越えた労働者の就職への対応や、都道府県域に限定されない企業

の人材確保ニーズへの対応を効果的・効率的に実施する必要があること。 

② 雇用状況の悪化や大型倒産に対し、迅速・機動的な対応を行い、離職者の再就

職を進め、失業率の急激な悪化を防ぐ必要があること。 

③ 雇用保険については、雇用失業情勢が時期や地域等により大きく異なるため、

保険集団を可能な限り大きくしてリスク分散を図らないと、保険制度として成

り立たないこと。 

④ 地方移管は我が国の批准するＩＬＯ第８８号条約に明白に違反すること。 

したがって、国の様々な雇用対策の基盤であるハローワークは地方移管すべきで
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なく、引き続き、国による全国ネットワークのサービス推進体制を堅持すべきであ

る。なお、急速に悪化を続ける雇用情勢の下で、今まさに全国ネットワークのハロ

ーワークによる機動的かつ広域的な業務運営を通じた失業者の再就職の実現が強く

求められているところであり、ハローワークの縮小や全面的な地方移管を論ずるこ

とは極めて不適切である。 

一方、地方自治体が独自に地域の実情に応じた雇用対策をこれまで以上に積極的

に進めることは望ましいことであり、国と地方自治体が一体となって、その地域に

おける雇用対策を一層強化する必要がある。また、我が国のハローワークは主要先

進国と比べても少ない組織・人員により効率的に運営しているところであるが、さ

らに、ハローワーク自身も雇用状況の変化に応じて、業務内容を適切に見直し、機

能の強化や効率的な運営を心がけるべきである。 

 

＜労働政策審議会「出先機関改革に関する意見」（22.4.1）＞ 

ハローワークは、憲法第２７条に基づく勤労権を保障するため、ナショナルミニ

マムとしての職業紹介、雇用保険、雇用対策を全国ネットワークにより一体的に実

施しており、障害者、母子家庭の母、年長フリーター、中高年齢者などの就職困難

な人に対する雇用の最後のセーフティネットである。 

ハローワークの業務は、以下のような理由から、都道府県に移管することは適当

でなく、国が責任をもって直接実施する必要があり、これは先進諸国における国際

標準である。 

① 都道府県域を超えた労働者の就職への対応や、都道府県域に限定されない企業

の人材確保ニーズへの対応を効果的・効率的に実施する必要があること。 

② 雇用状況の悪化や大型倒産に対し、迅速・機動的な対応を行い、離職者の再就

職を進め、失業率の急激な悪化を防ぐ必要があること。 

③ 雇用保険については、雇用失業情勢が時期や地域等により大きく異なるため、

保険集団を可能な限り大きくしてリスク分散を図らないと、保険制度として成

り立たないこと。 

④ 地方移管は我が国の批准するＩＬＯ第８８号条約に明白に違反すること。 

したがって、国の様々な雇用対策の基盤であるハローワークは地方移管すべきで

なく、引き続き、国による全国ネットワークのサービス推進体制を堅持すべきであ

る。 

一方、地方自治体が独自に地域の実情に応じた雇用対策をこれまで以上に積極的

に進めることは望ましいことであり、国と地方自治体が一体となって、その地域に

おける雇用対策を一層強化する必要がある。また、我が国のハローワークは主要先

進国と比べても少ない組織・人員により効率的に運営しているところであるが、さ

らに、ハローワーク自身も雇用状況の変化に応じて、業務内容を適切に見直し、機

能の強化や効率的な運営を心がけるべきである。 

 

＜社会保障審議会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」報告書

（25.1.25）＞ 

このため、地方自治体とのワンストップ窓口を引き続き整備するとともに、地方

自治体との連携体制の在り方をさらに強化するなど、地方自治体とハローワークが

一体となった就労支援体制を全国的に整備の上、生活保護受給者をはじめ、就労可

能な生活困窮者を広く対象として、早期のアプローチを徹底することが必要である。

また、職業紹介事業を行う地方自治体が希望する場合には、ハローワークの求人情

報をオンライン提供することについても検討する必要がある。 
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平成21年工程表
における見直し
の内容 

地方公共団体が行う無料職業紹介事業については、民間とは明確に異なる公的性

格を持つものであり、国に準ずるものとして法律上位置づける。 

また、同事業において必要となる国のシステム・端末を、地方の職員が利用でき

るようにする。 

平成21年工程表決定

又は平成22年見直し

以後の見直しの取組

状況、関連する制度

改正等（近い将来に

実施することが決ま

っているものを含

む。）当該事務・権限

の現状を的確に理解

できるような情報 

・国と地方自治体がそれぞれの役割を確実に果たし、一緒になって雇用対策を行う

ことが地域住民に対するサービス強化につながることから、ハローワークと地方自

治体による一体的実施（希望する地方自治体において、国が行う無料職業紹介等と

自治体が行う福祉等の業務を一体的に実施するもの）を推進中である（平成 25 年 4

月 1日現在、88 自治体で実施中）。特に、福祉事務所等に生活困窮者等の就職支援窓

口を設置する取組は、平成 25 年度にさらに拡充することとしている。さらに、埼玉

県及び佐賀県において、ハローワーク特区を実施中である。 

 

・社会保障審議会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」報告書

（25.1.25）を踏まえ、生活困窮者自立支援法案に、生活困窮者の雇用の機会の確保

のため無料職業紹介事業を行う地方自治体（福祉事務所を設置する地方自治体）が

希望する場合はハローワークの求人情報をオンライン提供する義務規定を設けてお

り、地方自治体が自ら職業紹介等の就労支援を一貫して実施することを可能にする。

 

・産業競争力会議（第 4回：25.3.15、第 7回：25.4.23）において、ハローワーク

の保有する求人情報を民間人材ビジネスや地方自治体に提供することを、厚生労働

大臣より提案したところであり、その具体化について検討することとしている。 

その他既往の政
府方針等 

＜「アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～」（22.12.28 閣議決定）＞

（３）公共職業安定所（ハローワーク） 

 利用者である地域の住民の利便性を向上させる観点から、まずは、希望する地方

自治体において、国が行う無料職業紹介、雇用保険の認定・給付等の事務と地方が

行う無料職業紹介、職業能力開発、公営住宅、福祉等に関する相談業務等が、地方

自治体の主導の下、運営協議会の設置などにより一体的に実施され、利用者の様々

なニーズにきめ細かく応えることが可能となるよう、所要の措置を講ずることとす

る。その際、国は地方自治体からの特区制度等の提案にも誠実に対応することを基

本とし、国の求人情報等の地方自治体への提供等当該一体的な実施の具体的な制度

の内容については、地方自治体の実情に応じて、国と地方自治体が協議して設計す

る。 

 上記について速やかに着手し、当該一体的な実施を３年程度行い、その過程にお

いてもその成果と課題を十分検証することとし、広域的実施体制の枠組みの整備状

況も踏まえ、地方自治体への権限移譲について検討することとする。その際には、

ＩＬＯ第 88 号条約との整合性、都道府県を越えた職業紹介の適切な実施、雇用対策

における機動性の担保、保険者の変更等雇用保険財政の根本に関わる議論等に留意

する。 

 

＜第 15 回地域主権戦略会議了承「出先機関の原則廃止に向けた今後の取組方針」
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（H23.12.26）＞ 

（ハローワーク） 

知事会の協力も得て、国・地方の一体的取組を全国的に進める。同時に、特区制

度を活用して、試行的に、東西 1か所ずつハローワークが移管されているのと実質

的に同じ状況を作り、移管可能性の検証を行う（仮称：ハローワーク特区）。具体的

な内容は、国と地方が協議して決定する。 

検 討 結 果 （ 事
務・権限の区分） 
 
 
 
 
 
（参考） 
平成22年の検討
結果 
Ｃ－ｃ、 
一部Ａ－ｂ 

(区分の理由等) 

地域の実情に合った雇用対策を進めていくためには、最低限のセーフティネット

として全国ネットワークの職業紹介を行うハローワークと、住民福祉等を担う地方

自治体が行う各種雇用対策（無料職業紹介を含む）との一層の連携強化が必要であ

る。 

このため、 

① 一体的実施については、平成 23 年度中に 24 自治体、平成 24 年度中に 55 自

治体が開始しており、平成 25 年度も 9自治体が開始し、これ以外にも多くの地

方自治体で開始に向けて調整中である。特に、生活保護受給者等を支援対象と

する一体的実施については、25 年度中にさらに拡充するべく調整中である。 

  ハローワーク特区については、埼玉県及び佐賀県からの提案に基づき、平成

24 年 8 月に埼玉県知事、佐賀県知事と厚生労働大臣が協定を締結し、平成 24

年 10 月から事業を開始したところである。 

② 生活困窮者自立支援法案において、生活困窮者の雇用の機会の確保に対する

国及び地方自治体の役割を明確化するとともに、ハローワークの求人情報の提

供を希望する地方自治体に対し、オンラインでの情報提供を義務付ける規定を

設けている。 

③ 生活困窮者以外の場合についても、無料職業紹介事業を行う地方自治体等が

希望する場合に、ハローワークの求人情報ネットワークからオンラインで求人

情報を提供できる仕組みを創設し、ハローワークが全国ネットワークを活かし

て開拓した求人情報を活用した、多様なサービスの提供を可能とする。（これに

より、地方自治体が、ハローワークによるナショナルミニマムとしてのセーフ

ティネットへの上乗せとして、独自の雇用対策を行うための環境が整備され、

各地域における雇用対策が一層充実する。） 

これらの取組を通じ、地域に密着した支援を実施する地方自治体と一体となった

雇用対策をこれまで以上に推進する。 

 

なお、ハローワークの全国ネットワークによる無料職業紹介に係る業務は、引き

続き国が実施することが適切である。 

地方移管が不適切な理由は以下のとおり。 

① 雇用保険の財政責任と運営主体の不一致 

  雇用保険業務を地方自治体に移管した場合、財政責任を負わずに地方自治体が

失業認定事務を実施することになり、失業給付の濫給、国民負担の増大（保険料

の引き上げ、給付カット）につながる恐れがある。 

Ｂ 
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② 職業紹介の全国ネットワークが維持できなくなる 

  求職者・求人者は、都道府県を越えて求職・募集活動を行う。ハローワークを

地方移管すると、都道府県間の求人が分断され、広域的な職業紹介ができなくな

るため、就職の減少、失業者の増大につながる恐れがある。 

（例）東京のハローワークで受理した求人への就職の約４割は東京都外の求職者

（平成 23 年度実績） 

③ 全国一斉の雇用対策が講じられなくなる 

  国は都道府県に対し、雇用対策に関する指揮命令はできない。このため、ハロ

ーワークを地方移管すると、全国一斉・機動的な雇用対策ができなくなる。 

（例）リーマンショック後の急激な雇用情勢悪化への対応のため、雇用調整助成

金の迅速な要件緩和、厚生労働本省の指示による労働局・ハローワークが総

力を挙げた求人開拓（平成 21 年度は 183.4 万人の求人を開拓）を実施。 

④ ＩＬＯ条約を守ることができなくなる 

  ＩＬＯ第 88 号条約第 2条「職業安定組織は、国の機関の指揮監督の下にある職

業安定機関の全国的体系で構成される。」を遵守することができなくなる。 

 

※ ハローワークの地方移管については、利用者である労使も反対している（前述

の労働政策審議会意見書（21.2.5、22.4.1）を参照）。 

備考  
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2013 年 6 月 21 日雇用対策部会

東京大学大学院法学政治学研究科教授

岩村正彦

1．職業安定法、雇用対策法および雇用保険法等の労働市場に関する

各種法令は、憲法 27 条 1 項が定める国民の勤労権を国が保障するため

のものであり、こうした各種法令が定める無料職業紹介、雇用対策、

雇用保険にかかる業務を、実際の第一線で一体的に担っているのが公

共職業安定所(ハローワーク)である。企業の求人活動、そして求職者

の求職活動は、地方公共団体の域内に限定して行われるものではなく、

そのボーダーを超えて行われるものであるし、また産業政策・雇用政

策の必要から 1 つの地方公共団体の域内に限定せずに、広域的に各種

の雇用対策を講じなければならない場合も、これまで経験してきたよ

うに、少なくない。それゆえに、公共職業安定所の無料職業紹介等の

様々な業務もその所轄地域内に限らない、全国的なネットワークの中

で展開している。先に述べたように、これら業務は憲法 27 条 1 項の勤

労権の保障の具体化でもあるから、こうした全国的なネットワーク体

制は、今後とも堅持される必要がある。

2. 他方で、地方公共団体は、国の施策と相まって、当該地域の実情

に応じ、雇用に関する必要な施策を講ずるよう努めるものとされ(雇用

対策法 5 条)、国の行う職業指導および職業紹介と地方公共団体の行う

雇用に関する施策とが密接な関連の下に円滑かつ効果的に実施される

ように相互に連絡し、協力するものとされている(同法 31 条)。そして

無料職業紹介に関しても、地方公共団体は、当該区域内における福祉

サービスの利用者の支援に関する施策や産業政策に付帯する業務とし

て、厚生労働大臣への届出によって、無料職業紹介事業を行うことが
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できる(職業安定法 33 条の 4)。このように、地方公共団体が、その自

治事務として、自らの政策的判断にもとづいて、その区域内における

雇用政策やそれに付随する無料職業紹介事業を行うことは、現行法上、

何ら支障がない。したがって、往々見られる、無料職業紹介事業を、

国が行うのか、地方公共団体が行うのかという形の議論は実益に乏し

く、むしろ現行法制の枠組みを十分に活用しつつ、政策的ニーズを有

する地方公共団体と国との間で、いかにして効果的な雇用施策を構築

していくかという方向での検討を進めるのが適切である。

3. こうした観点から考えると、それぞれの区域内の雇用政策・産業

政策・福祉政策等に関するニーズを有する地方公共団体が、その施策

の実施上有益と考えられる求人情報を、全国的なネットワークを有す

る公共職業安定所(ハローワーク)からオンラインまたはデータの形で

提供を受け、上記の各地方公共団体独自の各種施策の実施に生かして

いくことは、上述 2.で述べた視点からも、適切なものと考えられる。

ただ、その際、重要なのは、オンラインやデータで提供される求人情

報をどのような形で各種施策に活用していくかというヴィジョンを提

供を受ける地方公共団体側が明確に持つことであり、この点では地方

公共団体の企画立案力に期待されるところが大きい。そうしたヴィジ

ョンなしに、オンラインまたはデータとして提供されたものの利用を

安易に民間事業者に業務委託等の形で委ねてしまうといったことは、

国と地方公共団体との協力・連携の趣旨を逸脱するものといわなけれ

ばならないであろう。

4. すでに、国と地方公共団体との間では、同一施設内で公共職業安

定所(ハローワーク)の無料職業紹介等の業務と地方公共団体の福祉業

務等とを一体的に行う取組が進められており、当該地方公共団体その
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他の関係者から肯定的な評価を受けている。また、国と地方公共団体

との間での雇用対策協定も締結数が増えており、いわゆるハローワー

ク特区も 2 県で 2012 年 10 月から実施されている(ただ、これらはまだ

スタートしたばかりであるところであるから、その実績を今後見守る

必要があろう)。今般、国会で審議中の生活困窮者自立支援法案でも、

届出をして無料職業紹介事業を行う都道府県に対して国が求人情報の

提供をするものとすると定められている(同法案 11 条 4 項)。こうした

様々な形態での国と地方公共団体との間での無料職業紹介事業と各地

方公共団体独自の雇用施策・福祉施策等との連携(たとえば求人情報の

オンラインやデータでの提供や上述の一体的実施等)を(評価と見直し

といった過程を経つつ)進めていくことによって、相乗的な政策効果を

上げていくことが望まれる。
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参考資料３

日本再興戦略 （平成25年6月14日閣議決定）-JAPAN is BACK-

（自治体への求人情報提供関連部分抜粋）

第 ．３つのアクションプランⅡ

一．日本産業再興プラン

２．雇用制度改革・人材力の強化

②民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化

ハローワークの情報等の民間開放を図りながら、学卒未就職者等の若者や復

職を希望する女性等の幅広いニーズに迅速・効果的に応えられるよう、民間人

材ビジネスを最大限に活用する。

○ハローワークの求人・求職情報の開放等

・ ハローワークの保有する求人情報を、民間人材ビジネスや地方自治体

に対して、来年度中のできるだけ早期に提供を開始するなど、多様な

サービスを提供可能にする。本年８月末までに検討を進め結論を得た

上で、必要な措置を講ずる。

・ ハローワークの保有する求職情報の開放について、求職者や民間人材ビ

、 。ジネスに対するニーズ調査を直ちに実施し 本年末を目途に結論を得る

また、ハローワークの求職者が民間人材ビジネスの活用を希望する場合

の円滑な誘導支援を速やかに開始する。

・ ハローワーク特区等の経験に基づき、自治体の意向を踏まえハローワー

クと地方自治体の職業紹介機関等の連携強化を全国展開する。
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公共職業安定所（ハローワーク）に係る国と地方公共団体の 

「一体的実施」の取組に関するアンケートの結果概要（報告） 
 

内閣府地方分権改革推進室 

 

○ 第１回雇用対策部会での鎌田構成員からの意見を受けて、ハローワークの

求人情報が地方公共団体で使えるようになった場合にできるようになること

等の改善点について、現在「一体的実施」の取組を行っている地方公共団体

に照会した結果、６月２８日現在で、７９団体（２６都道府県、５３市町村）

から回答があった。 

 

○ 回答事例は、次表のとおりであり、引き続き情報の収集・整理を行い、関

係方面に提供したい。 

 

【都道府県からの回答事例】 

 求人情報の活用に係る主な改善提案 

① ・ハローワークの求人データについて、これまでの各種統計データ及び統計資料作

成のための集計用フォーマット等を合わせて提供いただければ、独自の分析に活

用でき、より効果的な施策を検討することができる。 

 また、本県では、ジョブカフェは民間事業者に委託していることから、守秘義務

の下に委託先の職員が求人データを活用できるように配慮していただきたい。 

② ・ハローワークシステムの職業紹介端末を開放いただければ企業情報の共有が可能

となり、自治体独自の求人情報も組み入れることにより、自治体独自で収集した

雇用関連情報等の掲載も可能となり、国・地方が一体となった地域企業情報の整

備が可能となる。 

・求人検索機への自治体独自の求人情報の掲載が可能となれば、双方が持つ情報を

一括で求職者へ提供でき、さらなる住民サービスの向上につながるとともにコス

トカット効果が期待できる。 

 

【市町村からの回答事例】 

 求人情報の活用に係る主な改善提案 

① ・提供される求人情報により自治体が職業紹介まで行う場合、提供される情報がハ

ローワーク内で求職者が閲覧できるレベルのものではなく、求人への応募状況や

企業への指導状況等の企業情報まで含めて提供いただければ、求職者ニーズに合

致した職場であるかを把握でき、適切なマッチングができる。 

・市独自の施策検討に際しても、市域内の求人企業の状況や求職者の志向等の情報

を提供いただければ効果的な分析ができる。 
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② ・例えば、生活保護窓口において、職員が自由に、求人情報を引き出せる状況にあ

れば、個別の場所等を新たに設置することなく、事業の展開が可能となり、福祉

サービスの対象者にとっても、福祉から就労へのワンストップなサービスを提供

することが可能となる。 

③ ・本市において必要な雇用政策の企画立案にあたり、本市域限定での求人動向を示

す関係データが分からないため、現在は県全体の数値ないし市内３ハローワーク

での一部の数値で代替するなど、綿密な分析ができない。ハローワークの求人動

向について本市域分のみ（３ハローワーク分のみでも）詳細な情報を提供いただ

ければ、独自政策を検討するにあたって、より効果的な分析ができる。 

・現在、国において検討されている地方公共団体へのハローワーク求人情報の提供

について、有料職業紹介事業者への委託により職業紹介事業を実施している委託

元自治体へも情報提供をしていただけるとありがたい。 

④ ・ハローワークの求人情報の提供があれば、現在の対象者以外の者に対しても、求

人情報の提供が可能となり、市民の利便性が向上する。例えば、母子家庭等就業

支援センターにおける無料職業紹介（母子寡婦福祉連合会へ委託）や、男女共同

参画推進センターにおける就労支援に活用が可能。 

・ハローワークの求人情報の提供があれば、業務を行う上で市の職員自身が利用す

ることができ（例えば、生活保護のケースワーカーが被保護者への就労指導を行

う際に求人情報の提供を併せて行う、など）、市民に対して、よりきめ細かい支援

が可能となる。 

・ハローワークの求人情報を加工可能な形式（ＣＳＶ形式）で提供いただければ、

市が施策等を検討する上での基礎データとしての活用が可能となり、また、市の

各部局において各ニーズに対応した形での情報の活用が可能となる。 

・セキュリティー技術が発達している状況において、専用回線の設置をせずとも、

インターネットＶＰＮ方式を活用するなどして、安価にリアルタイムの求人情報

が市に提供できるようにしていただければ、市における求人情報の活用が進み、

市民に対する支援の強化や利便性の向上につながる。 

⑤ ・生活保護受給者へ就労支援を行う場合、就労意欲を持っていただくまでに時間を

要することが多く、抱えている問題も多様である。より効果的な支援を行うには、

支援者の世帯状況等個々の特性把握や就労支援状況を情報共有する必要があるた

め、ハローワーク、自治体両者で、窓口の予約状況、支援者の世帯状況、就労支

援状況等の情報をリアルタイムで確認できるシステムを構築し、情報共有するこ

とにより効率的な業務、効果的な就労支援が可能と考える。 
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